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「再エネ」を考えるシンポ 第２回
主催 東日本大震災復旧・復興支援みやぎ県民センター

クイズ

１・これはパネルの下
で収穫した穀物です。
何でしょう？

２・この穀物の国内自
給率は何％でしょう？

出典︓⼩⻨の国内⽣産量、輸⼊量、⾃給率 農林水産省HP



【発電事業】

【農業法人】





仙台防災未来フォーラム
2022

みやぎ生協
環境管理室

エネルギーループという考え

再エネ発電所・PPS（新電⼒）へ出資・投資

出資したPPS（新電⼒）や再エネ発電所の電⼒を調達

みやぎ⽣協の事業所で購⼊し使⽤
みやぎ⽣協の電⼒⼩売事業でも取次し売電



宮城県初！EV（電気）トラック導入

44

みやぎ生協

・2023年4月、宮城県内初、東日本の生協としても初の導入の
EV(電気)トラックを使ったメンバー（組合員）への配送を開
始した。
・みやぎ生協仙台中央センターの屋根に設置している太陽光の
電力は、コープ東北サンネット事業連合が出資している新電
力(株)地球クラブへ売電している。
・今回導入したEV(電気)トラックの電力は、その(株)地球クラブ
から購入した電力を使用しているため、エネルギーループと
なっている。（再エネ比率が高く、CO2の排出係数が0.1で、
東北電力の0.59 と比較すると17%までCO2排出量を抑制）
・低床車両のため荷台への乗り降りの際に職員の作業負担が少
なくなる。今後、他メーカーのEV(電気)トラックの導入も検討
中（台数は未定）

宮城県初！EV（電気）トラック導入 4月14日（金）9:30 出発式みやぎ生協
仙台中央センター｜プレスリリース｜みやぎ生活協同組合 (miyagi.coop)

出典：「コミュニティーパワー エネルギーで地域を豊かにする」2014 飯田哲也・ISEP 学芸出版社

営農型太陽光発電は、土地利用効率を向上する
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同じ面積の土地から（小麦の例）

出典：Fraunhofer ISE, Harvesting the Sun for Power and Produce –Agrophotovoltaics Increases the Land Use Efficiency by over 60 Percent, Fraunhofer Institute for Solar Energy Systems 
ISE, 2017.

100％小麦＋ 100％電力

160％小麦＋ 160％電力

© Happy Pictures/shutterstock



調 和

Japan leads the world in installation performance

872.7ha

3474farms
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■ Installed all 47 prefectures in Japan

■ 3,474 farms (872.7 ha) in 8 years
Ø89.8% remain in operation
Ø10.2% is in "abandoned farmland“

■Mostly small-scale farms (< 0.1 ha)

Source: Installation of farming-type photovoltaic power generation systems (as of 
the end of FY2019), MAFF, 2021.

Source: Prepared by the author from “Actual Permits for Installation of Farming-based Power Generation Facilities (by prefecture) (as of March 31, 2019), MAFF, 2019.

3474 agrivoltaic farms in all prefectures



営農型発電導入目標（ソーラーシェアリング推進連盟）
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環境エネルギー政策研究所

欧州各国と日本の自然エネルギー電力量比率の推移
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ड़ॶʁEurObserv’ER, EUυʖνΓΕISEPࡠ

①営農型発電の拡大に舵を切る各国と国内状況

ドイツ

再生可能エネルギー法法改正による新しい目標値

•洋上風力発電
• 2030年までに30GW
• 2035年までに40 GW
• 2045年までに70 GW

•陸上風力発電
• 2024までに69 GW
• 2030年までに115 GW（単年新規10 GW）
• 2040年までに160 GW

•太陽光発電
• 2024年までに88 GW
• 2030年までに215 GW（2026年から単年新規10 GW）
• 2040年までに400 GW

政策の動向
目標を達成するためには、風力発電と太陽光
発電を今の3倍のスピードで開発しなければな
りません。そのため、政府は昨年、エネルギー
転換を加速させるために多くの新しい規制を導
入しました。その施策は主に、財政的な優遇措

置、再生可能エネルギーの立地面積拡大、官
僚的な手続きの負担軽減に重点を置いていま
す。

再エネが最優先の公益
再生可能エネルギー法の新たな改正により、
再エネの利用は最優先の公益であり、公共の
安全保障に資するものであると明記されました。

出典：最優先の公益としての再生可能エネルギーの導入 https://energy-democracy.jp/4870
27 28

ドイツの経済産業省（連邦経済・気候保護省）

小規模な営農型太陽光発電システムを優遇する改正案が2023年3月に作成
営農型太陽光発電の普及状況と拡大可能性を検討する部門委員会を設置

＜条件＞

・面積が2.5ヘクタール未満
・農業・園芸・林業の経営と空間的・機能的（経営基準、設計基準？）に関連すること

・ 1農場につき1件の営農型太陽光発電システムまで
＜優遇策＞

・ゾーニング計画（農地法？）が不要

・建築申請のみ （公共利益に反する場合にのみ当局によって却下）



ひろげよう！次世代の未来をつなぐ農業と再エネ
「ソーラーシェアリングフェスティバル～第１回全国大会～」を開催！

タイトル：ソーラーシェアリングフェスティバル 〜第１回全国⼤会〜
主催：⼀般社団法⼈ソーラーシェアリング推進連盟
会場：千葉商科⼤学（〒272-0827 千葉県市川市国府台１丁⽬３−１）
⽇程：2024年 2⽉17⽇(⼟)
当⽇スケジュール：ブース出展：10:00〜 シンポジウム：12:00〜16:45
会費：【シンポジウム参加】前売り3,000円（2⽉2⽇まで）、2⽉3⽇以降および当⽇5,000円
※ソーラーシェアリング推進連盟プレミアム会員にご登録いただくと無料
（当⽇受付も可能 法⼈会員は１名様まで無料）
プレミアム会員登録はこちら⇩⇩⇩
https://solar-sharing.jp/memberguide/
※23歳以下は無料 連絡先：kondo@re100sunshine.jp

近藤 恵（こんどう けい）


